
障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）（抜粋） 

 

（消費者としての障害者の保護）  

第二十七条 国及び地方公共団体は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるようにす

るため、適切な方法による情報の提供その他必要な施策を講じなければならない。  

２ 事業者は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるようにするため、適切な方法に

よる情報の提供等に努めなければならない。  

 

（選挙等における配慮）  

第二十八条 国及び地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより行われる選挙、国民審査又は

投票において、障害者が円滑に投票できるようにするため、投票所の施設又は設備の整備その他必要

な施策を講じなければならない。  

 

（司法手続における配慮等）  

第二十九条 国又は地方公共団体は、障害者が、刑事事件若しくは少年の保護事件に関する手続その他

これに準ずる手続の対象となつた場合又は裁判所における民事事件、家事事件若しくは行政事件に関

する手続の当事者その他の関係人となつた場合において、障害者がその権利を円滑に行使できるよう

にするため、個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係職

員に対する研修その他必要な施策を講じなければならない。  
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